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令和４年度秦野市伊勢原市環境衛生組合会計 

決 算 審 査 意 見 書 

 

１ 審査の対象 

 (1) 決算書（地方自治法第２３３条第２項関係） 

   秦野市伊勢原市環境衛生組合会計歳入歳出決算書 

 (2) 決算附属資料（地方自治法施行令第１６６条第２項関係） 

  ア 秦野市伊勢原市環境衛生組合会計歳入歳出決算事項別明細書 

  イ 秦野市伊勢原市環境衛生組合会計実質収支に関する調書 

  ウ 秦野市伊勢原市環境衛生組合会計財産に関する調書 

 

２ 審査の期間 

  令和５年７月２８日から同年８月３０日まで 

 

３ 審査の方法 

  組合長から提出された秦野市伊勢原市環境衛生組合会計歳入歳出決算書、

歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調書及び財産に関する調書に

ついて、次の３点に主眼をおき、内容の検証を行いました。 

 (1) 法令の定めるところに従って調製され、かつ、計数も正確に表示されて

いるか。 

(2) 予算は計画的かつ効果的な執行が図られ、所期の目的達成に努力が払わ

れているか。 

(3) 財産は適正に管理されているか、また、基金は確実かつ効率的に運用さ

れているか。 

さらに、各課等の長から概要説明を受け、必要に応じて資料を提出してい

ただいたほか、例月出納検査、定期監査等の結果を参考として慎重に審査を

行いました。 

 

４ 審査の結果 

  審査の対象として提出された秦野市伊勢原市環境衛生組合会計歳入歳出決

算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調書及び財産に関する

調書は、いずれも法令の定めるところに従って調製され、計数は正確に表示

されており、予算の執行も、全般的に所期の目的に従い効率的かつ適正に運

用されているものと認めます。 
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  また、財産管理は適正に行われ、基金もその目的に従い適正に運用されて

いるものと認めます。 

  なお、予算執行状況や検討などを必要とする事項についての概要と所見は、

以下に述べるとおりです。 

 

５ 決算 

 (1) 概要 

 令和４年度の秦野市伊勢原市環境衛生組合会計の歳入歳出決算額の総計

は、次のとおりです。 

予 算 現 額     ３，０９４，７０４，０００円 

    歳 入 決 算 額     ３，１０５，９９８，４２９円 

    歳 出 決 算 額     ３，０１２，４３３，８８６円 

    歳入歳出差引残額        ９３，５６４，５４３円 

 

 歳入歳出差引残額には、翌年度に繰り越すべき財源として、「伊勢原清

掃工場経費施設維持管理費」の継続費の逓次繰越額 881 万 4,800 円が含ま

れており、これらを差し引いた実質収支額は 8,474 万 9,743 円となってい

ます。 

 

また、決算額を前年度と比較すると、歳入では 2 億 5,546 万 7,051 円

（9.0 パーセント）、歳出では 2億 4,655 万 5,914 円（8.9 パーセント）そ

れぞれ増となっています。 
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令和４年度決算の概要は、次のとおりです。 

（単位：円・％）  

区   分 令和４年度 令和３年度 比較増減 増減率 

予 算 現 額 Ａ 3,094,704,000 2,821,750,000 272,954,000 9.7 

歳 入 決 算 額 Ｂ 3,105,998,429 2,850,531,378 255,467,051 9.0 

歳 出 決 算 額 Ｃ 3,012,433,886 2,765,877,972 246,555,914  8.9 

 
歳入歳出差引額 
（ Ｂ ― Ｃ ） 

 
Ｄ 93,564,543 84,653,406 8,911,137 10.5 

翌年度繰越財源額 Ｅ 8,814,800 5,825,000 2,989,800 51.3 

 
実 質 収 支 額 
（ Ｄ ― Ｅ ） 

 
Ｆ 84,749,743 78,828,406 5,921,337 7.5 

前年度実質収支額 Ｇ 78,828,406 92,098,238   

 
単 年 度 収 支 額 
（ Ｆ ― Ｇ ） 

 
Ｈ 5,921,337 △13,269,832   

収  入  率  Ｂ/Ａ 100.4 101.0   

執  行  率  Ｃ/Ａ 97.3 98.0   

 

 (2) 歳入決算状況 

（単位：円・％）  

区   分 令和４年度 令和３年度 比較増減 増減率 

予 算 現 額 3,094,704,000 2,821,750,000 272,954,000 9.7 

調 定 額 3,105,998,429 2,850,531,378 255,467,051 9.0 

収 入 済 額 3,105,998,429 2,850,531,378 255,467,051 9.0 

不 納 欠 損 額 0 0 0 ― 

収 入 未 済 額 0 0 0 ― 

対 予 算 現 額 11,294,429 28,781,378   
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当年度の歳入は、予算現額 30 億 9,470 万 4,000 円に対し、調定額及び収入

済額は 31 億 599 万 8,429 円となっています。 

 これを前年度と比較すると、予算現額が 2 億 7,295 万 4,000 円（9.7 パーセ

ント）、調定額及び収入済額は 2 億 5,546 万 7,051 円（9.0 パーセント）とい

ずれも増となっています。 

   

 款別歳入決算の内訳は、次のとおりです。 

（単位：円・％）  

区 分 予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 構成比 
収入割合 

対予算現額 対調定額 

分担金及び 
負 担 金 1,980,378,000 1,980,378,000 1,980,378,000 63.7 100.0 100.0 

使用料及び 
手 数 料 372,753,000 362,411,980 362,411,980 11.7 97.2 100.0 

県 支 出 金 8,635,000 6,029,000 6,029,000 0.2 69.8 100.0 

財 産 収 入 15,000 5,606 5,606 0.1 37.4 100.0 

繰 入 金 310,528,000 310,526,737 310,526,737 10.0 100.0 100.0 

繰 越 金 77,212,000 84,653,406 84,653,406 2.7 109.6 100.0 

諸 収 入 345,183,000 361,993,700 361,993,700 11.6 104.9 100.0 

合 計 3,094,704,000 3,105,998,429 3,105,998,429 100.0 100.4 100.0 
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 款別収入済額の構成をグラフにすると、次のとおりです。 

 

第１款 分担金及び負担金 

（単位：円・％）  

区   分 令和４年度 令和３年度 比較増減 増減率 

予 算 現 額 1,980,378,000 1,793,069,000 187,309,000 10.4 

調 定 額 1,980,378,000 1,780,289,000 200,089,000 11.2 

収 入 済 額 1,980,378,000 1,780,289,000 200,089,000 11.2 

不 納 欠 損 額 0 0 0 ― 

収 入 未 済 額 0 0 0 ― 

対 予 算 現 額 0 △12,780,000   

分担金及び負担金の決算額が、歳入総額に占める割合は 63.7 パーセントで、

前年度（62.4 パーセント）を 1.3 ポイント上回っています。 

令和４年度
歳入総額

31億599万8,429円
(100.0%)

繰越金
8,465万3,406円
(2.7 %)

繰入金
3億1,052万6,737円
(10.0%) 秦野市分担金

12億550万6,000円
(38.8%)

分担金及び負担金
19億8,037万8,000円
(63.7%)

伊勢原市分担金
7億7,487万2,000円
(24.9%)

諸収入
3億6,199万3,700円
(11.6%)

県支出金
602万9,000円(0.2%)

財産収入
5,606円(0.1%)

使用料及び手数料
3億6,241万1,980円
(11.7%)
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 調定額及び収入済額は、予算現額と同額となっています。 

収入済額を前年度と比較すると、2 億 8 万 9,000 円（11.2 パーセント）の増

となっています。 

 

 収入済額の内訳は、次のとおりです。 

  秦野市分担金           １，２０５，５０６，０００円 

  伊勢原市分担金            ７７４，８７２，０００円 

  

秦野市及び伊勢原市の市民１人当たりの分担金負担相当額は約 7,632 円とな

ります(令和５年３月３１日現在の住民基本台帳人口 25 万 9,470 人より算出）。 

 両市の分担金及び分担率の状況は、決算審査資料の第１表「令和４年度にお

ける両市の分担金」のとおりです。 

 

 

第２款 使用料及び手数料 

（単位：円・％）  

区   分 令和４年度 令和３年度 比較増減 増減率 

予 算 現 額 372,753,000 364,744,000 8,009,000 2.2 

調 定 額 362,411,980 347,224,940 15,187,040 4.4 

収 入 済 額  362,411,980 347,224,940 15,187,040 4.4 

不 納 欠 損 額 0 0 0 ― 

収 入 未 済 額 0 0 0 ― 

対 予 算 現 額 △10,341,020 △17,519,060   

 使用料及び手数料の決算額が、歳入総額に占める割合は 11.7 パーセントで、

前年度（12.2 パーセント）を 0.5 ポイント下回っています。 

 調定額及び収入済額は、予算現額に対して 1,034 万 1,020 円の減となってい

ます。 

 収入済額を前年度と比較すると、1,518 万 7,040 円（4.4 パーセント）の増

となっています。この主な要因は、斎場使用件数の増加に伴い斎場使用料が増

となったこと及びコロナ禍の影響で停滞していた経済活動の回復に伴い事業系

ごみが増加し、ごみ処理手数料が増となったことによるものです。 
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 収入済額の内訳は、次のとおりです。 

  ごみ処理手数料            ２９０，２１４，９８０円 

  斎場使用料               ７２，１９７，０００円 

 

 

第３款 県支出金 

（単位：円・％）  

区   分 令和４年度 令和３年度 比較増減 増減率 

予 算 現 額 8,635,000 4,873,000 3,762,000  77.2 

調 定 額 6,029,000 849,000 5,180,000 610.1 

収 入 済 額 6,029,000 849,000 5,180,000 610.1 

不 納 欠 損 額 0 0 0 ― 

収 入 未 済 額 0 0 0 ― 

対 予 算 現 額 △ 2,606,000 △ 4,024,000   

 県支出金の決算額が、歳入総額に占める割合は 0.2 パーセントで、前年度

（0.1 パーセント）を 0.1 ポイント上回っています。 

 調定額及び収入済額は、予算現額に対して 260 万 6,000 円の減となっていま

す。 

 収入済額を前年度と比較すると、518 万円（610.1 パーセント）の増となっ

ており、全額、神奈川県市町村自治基盤強化総合補助金として収入しています。 
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第４款 財産収入 

（単位：円・％）  

区   分 令和４年度 令和３年度 比較増減 増減率 

予 算 現 額 15,000 19,000 △4,000 △21.1 

調 定 額 5,606 12,328 △6,722 △54.5 

収 入 済 額 5,606 12,328 △6,722 △54.5 

不 納 欠 損 額 0 0 0 ― 

収 入 未 済 額 0 0 0 ― 

対 予 算 現 額 △9,394 △6,672   

 財産収入の決算額が、歳入総額に占める割合は 0.1 パーセントで、前年度と

同率になっています。 

 調定額及び収入済額は、予算現額に対して 9,394 円の減となっています。 

 収入済額を前年度と比較すると、6,722 円（54.5 パーセント）の減となって

います。この主な要因は、定期預金等の市場金利が低かったことによるもので

す。 

 

 収入済額の内訳は、次のとおりです。 

  減債基金利子収入                 ３，６７４円 

  職員退職給与準備基金利子収入           １，４６０円 

施設整備基金利子収入                 ４７２円 
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第５款 繰入金 

（単位：円・％）  

区   分 令和４年度 令和３年度 比較増減 増減率 

予 算 現 額 310,528,000 308,279,000 2,249,000 0.7 

調 定 額 310,526,737 308,278,867 2,247,870 0.7 

収 入 済 額 310,526,737 308,278,867 2,247,870 0.7 

不 納 欠 損 額 0 0 0 ― 

収 入 未 済 額 0 0 0 ― 

対 予 算 現 額 △1,263 △133   

 繰入金の決算額が、歳入総額に占める割合は 10.0 パーセントで、前年度

（10.8 パーセント）を 0.8 ポイント下回っています。 

 調定額及び収入済額は、予算現額に対して 1,263 円の減となっています。 

 収入済額を前年度と比較すると、224 万 7,870 円（0.7 パーセント）の増と

なっています。この主な要因は、施設整備基金繰入金が皆減となった一方で、

退職手当の支出の財源に充てるために取り崩した職員退職給与準備基金繰入金

が前年度を上回ったことなどによるものです。 

 

 収入済額の内訳は次のとおりです。 

  減債基金繰入金            ２６２，５００，０００円 

  職員退職給与準備基金繰入金       ４８，０２６，７３７円 
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第６款 繰越金 

（単位：円・％）  

区   分 令和４年度 令和３年度 比較増減 増減率 

予 算 現 額 77,212,000 77,218,000 △6,000 0.0 

調 定 額 84,653,406 92,098,238 △7,444,832 △8.1 

収 入 済 額 84,653,406 92,098,238 △7,444,832 △8.1 

不 納 欠 損 額 0 0 0 ― 

収 入 未 済 額 0 0 0 ― 

対 予 算 現 額 7,441,406 14,880,238   

 繰越金の決算額が、歳入総額に占める割合は 2.7 パーセントで、前年度

（3.2 パーセント）を 0.5 ポイント下回っています。 

 調定額及び収入済額は、予算現額に対して 744 万 1,406 円の増となっていま

す。 

 収入済額を前年度と比較すると、744 万 4,832 円（8.1 パーセント）の減と

なっています。
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第７款 諸収入 

（単位：円・％）  

区   分 令和４年度 令和３年度 比較増減 増減率 

予 算 現 額 345,183,000 273,548,000 71,635,000 26.2 

調 定 額 361,993,700 321,779,005 40,214,695 12.5 

収 入 済 額 361,993,700 321,779,005 40,214,695 12.5 

不 納 欠 損 額 0 0 0 ― 

収 入 未 済 額 0 0 0 ― 

対 予 算 現 額 16,810,700 48,231,005   

 諸収入の決算額が、歳入総額に占める割合は 11.6 パーセントで、前年度

（11.2 パーセント）を 0.4 ポイント上回っています。 

 調定額及び収入済額は、予算現額に対して 1,681 万 700 円の増となっていま

す。 

 収入済額を前年度と比較すると、4,021 万 4,695 円（12.5 パーセント）の増

となっています。この主な要因は、一般競争入札により選定した事業者との契

約単価が増額したことなどから、クリーンセンター売電収入、資源化物売却収

入、火葬残骨灰売渡料が前年度を上回ったことなどによるものです。 

 

 収入済額の主な内訳は、次のとおりです。 

クリーンセンター売電収入       ２８９，７９３，０５８円 

資源化物売却収入            ５２，９２６，７７４円 

火葬残骨灰売渡料            １７，３４８，５１７円 

職員駐車場利用者負担金                        ４８３，７１６円 
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 (3) 歳出決算状況 

（単位：円・％）  

区   分 令和４年度 令和３年度 比較増減 増減率 

予 算 現 額 3,094,704,000 2,821,750,000 272,954,000 9.7 

支 出 済 額 3,012,433,886 2,765,877,972 246,555,914 8.9 

翌 年 度 繰 越 額 8,814,800 5,825,000 2,989,800 51.3 

不 用 額 73,455,314 50,047,028 23,408,286 46.8 

執 行 率 97.3 98.0   

当年度の歳出は、予算現額 30 億 9,470 万 4,000 円に対し、支出済額 30 億

1,243 万 3,886 円、翌年度繰越額 881 万 4,800 円、不用額 7,345 万 5,314 円と

なっています。 

 これを前年度と比較すると、予算現額は 2 億 7,295 万 4,000 円（9.7 パーセ

ント）の増、支出済額は 2 億 4,655 万 5,914 円（8.9 パーセント）の増、翌年

度繰越額は 298 万 9,800 円（51.3 パーセント）の増、不用額は 2,340 万 8,286

円（46.8 パーセント）の増となっています。執行率は 97.3 パーセントで、前

年度（98.0 パーセント）と比較すると 0.7 ポイント下回っています。 

 

 款別歳出決算の内訳は、次のとおりです。 

（単位：円・％）  

区  分 予 算 現 額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 構成比 執行率 

議 会 費 3,251,000 3,058,154 0 192,846 0.1 94.1 

総 務 費 400,398,000 398,242,627 0 2,155,373 13.2 99.5 

衛 生 費 1,996,197,000 1,919,275,382 8,814,800 68,106,818 63.7 96.1 

公 債 費 691,858,000 691,857,723 0 277 23.0 100.0 

予 備 費 3,000,000 0 0 3,000,000 0.0 0.0 

合 計 3,094,704,000 3,012,433,886 8,814,800 73,455,314 100.0 97.3 
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款別支出済額の構成をグラフにすると、次のとおりです。 

 

  

また、支出済額を性質別に区分すると次のとおりです。 

  物件費       １，４３１，１６２，３０３円 （４７．５％） 

  公債費         ６９１，８５７，７２３円 （２３．０％） 

積立金         ３０１，０８８，２０４円 （１０．０％） 

人件費         ２８５，６８７，９６５円 （ ９．５％） 

  維持補修費       ２６２，１７５，００９円 （ ８．７％） 

補助費等         ４０，４６２，６８２円 （ １．３％） 

 

令和４年度
歳出総額

30億1,243万3,886円
(100.0%)

議会費
305万8,154円
(0.1%)

総務費
3億9,824万2,627円
(13.2%)

公債費
6億9,185万7,723円
(23.0%)

斎場費
1億2,008万6,533円
(4.0％)

清掃総務費
2億2,870万6,889円
(7.6%)

衛生費
19億1,927万5,382円

(63.7%)

工場費
6億5,214万1,163円
(21.6%)

クリーンセンター費
9億1,834万797円

(30.5%)
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第１款 議会費 

（単位：円・％）  

区   分 令和４年度 令和３年度 比較増減 増減率 

予 算 現 額 3,251,000 3,399,000 △148,000 △4.4 

支 出 済 額 3,058,154 2,440,480 617,674 25.3 

翌 年 度 繰 越 額 0 0 0 ― 

不 用 額 192,846 958,520 △765,674 △79.9 

執 行 率 94.1 71.8 22.3  

 議会費の決算額が、歳出総額に占める割合は 0.1 パーセントで、前年度と同

率になっています。 

 予算現額 325 万 1,000 円に対し、支出済額 305 万 8,154 円、不用額 19 万

2,846 円で、執行率 94.1 パーセントとなっています。 

 支出済額を前年度と比較すると、61 万 7,674 円（25.3 パーセント）の増と

なっています。 

 

 支出済額の内訳は、次のとおりです。 

  議員報酬                 ２，０２５，７５６円 

  議会調査研究費                ５８１，４２６円 

  議会運営費                  ３９９，７７２円 

  議長交際費                   ５１，２００円 

 

 不用額の主なものは、節別では、委託料 7 万 9,650 円、交際費 7 万 7,800 円

となっており、事業別では議会運営費 8 万 9,228 円となっています。 
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第２款 総務費 

（単位：円・％）  

区   分 令和４年度 令和３年度 比較増減 増減率 

予 算 現 額 400,398,000 389,002,000 11,396,000  2.9 

支 出 済 額 398,242,627 386,408,936 11,833,691 3.1 

翌 年 度 繰 越 額 0 0 0 ― 

不 用 額 2,155,373 2,593,064 △ 437,691 △16.9 

執 行 率 99.5 99.3 0.2  

 総務費の決算額が、歳出総額に占める割合は 13.2 パーセントで、前年度

（14.0 パーセント）を 0.8 ポイント下回っています。 

 予算現額 4 億 39 万 8,000 円に対し、支出済額 3 億 9,824 万 2,627 円、不用

額 215 万 5,373 円で、執行率 99.5 パーセントとなっています。 

 支出済額を前年度と比較すると、1,183 万 3,691 円（3.1 パーセント）の増

となっています。 

 

 総務費の項及び目別決算状況は、次のとおりです。 

 

第１項 総務管理費 

（第１目 一般管理費） 

（単位：円・％）  

区   分 令和４年度 令和３年度 比較増減 増減率 

予 算 現 額 400,101,000 388,681,000 11,420,000 2.9 

支 出 済 額 397,948,915 386,110,894 11,838,021 3.1 

翌 年 度 繰 越 額 0 0 0 ― 

不 用 額 2,152,085 2,570,106 △ 418,021 △16.3 

執 行 率 99.5 99.3 0.2  

 予算現額 4 億 10 万 1,000 円に対し、支出済額 3 億 9,794 万 8,915 円、不用

額 215 万 2,085 円で、執行率 99.5 パーセントとなっています。 

 支出済額を前年度と比較すると、1,183 万 8,021 円（3.1 パーセント）の増
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となっています。この主な要因は、クリーンセンター売電収入のうち、非バイ

オマス分の単価が上がったことで収入が増え、同収入を積立ての原資とする減

債基金積立金が増額したことなどによるものです。 

 

 支出済額の主な内訳は、次のとおりです。 

  減債基金積立金            ２８４，４７０，７９７円 

事務局長及び総務課職員給与費（６人）  ５４，６８４，６６５円 

一般管理事務費             ４１，１４３，５８５円 

  施設整備基金積立金           １６，６１５，９４７円 

   

不用額の主なものは、節別では委託料 72 万 7,682 円、負担金、補助及び交

付金 56 万 4,148 円となっており、事業別では一般管理事務費 182 万 8,691 円

となっています。 

 

第２項 監査委員費 

（第１目 監査委員費） 

（単位：円・％）  

区   分 令和４年度 令和３年度 比較増減 増減率 

予 算 現 額 297,000 321,000 △24,000 △ 7.5 

支 出 済 額 293,712 298,042 △4,330 △ 1.5 

翌 年 度 繰 越 額 0 0 0 ― 

不 用 額 3,288 22,958 △19,670 △85.7 

執 行 率 98.9 92.8 6.1  

 予算現額 29万 7,000円に対し、支出済額 29万 3,712円、不用額 3,288円で、

執行率 98.9 パーセントとなっています。 

 支出済額を前年度と比較すると、4,330 円（1.5 パーセント）の減となって

います。 

 

 支出済額の内訳は、次のとおりです。 

  委員報酬                   ２９１，２００円 

  監査事務費                    ２，５１２円 
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第３款 衛生費 

（単位：円・％）  

区   分 令和４年度 令和３年度 比較増減 増減率 

予 算 現 額 1,996,197,000 1,755,840,000 240,357,000  13.7 

支 出 済 額 1,919,275,382 1,706,521,082 212,754,300 12.5 

翌 年 度 繰 越 額 8,814,800 5,825,000 2,989,800 51.3 

不 用 額 68,106,818 43,493,918 24,612,900 56.6 

執 行 率 96.1 97.2 △1.1  

 衛生費の決算額が、歳出総額に占める割合は 63.7 パーセントで、前年度

（61.7 パーセント）を 2.0 ポイント上回っています。 

予算現額 19 億 9,619 万 7,000 円に対し、支出済額 19 億 1,927 万 5,382 円、

翌年度繰越額 881 万 4,800 円、不用額 6,810 万 6,818 円で、執行率 96.1 パー

セントとなっています。 

 支出済額を前年度と比較すると、2 億 1,275 万 4,300 円（12.5 パーセント）

の増となっています。 

 

衛生費の項及び目別決算状況は、次のとおりです。 

  

第１項 保健衛生費 

（第１目 斎場費） 

（単位：円・％）  

区   分 令和４年度 令和３年度 比較増減 増減率 

予 算 現 額 120,206,000 121,117,000 △911,000 △0.8 

支 出 済 額 120,086,533 119,801,725 284,808 0.2 

翌 年 度 繰 越 額 0 0 0 ― 

不 用 額 119,467 1,315,275 △ 1,195,808 △90.9 

執 行 率 99.9 98.9 1.0  

 予算現額 1 億 2,020 万 6,000 円に対し、支出済額 1 億 2,008 万 6,533 円、不

用額 11 万 9,467 円で、執行率 99.9 パーセントとなっています。 
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 支出済額を前年度と比較すると、28 万 4,808 円（0.2 パーセント）の増とな

っています。 

 

 支出済額の内訳は、次のとおりです。 

  斎場業務運営費           １１６，１０１，２００円 

  施設維持管理費             ３，８０８，７４９円 

  斎場事務費                 １７６，５８４円 

 

 不用額の主なものは、節別では負担金、補助及び交付金 4 万 3,000 円、需用

費のうち修繕料が 4 万 1,200 円となっており、事業別では斎場事務費 6 万 416

円となっています。 

 

第２項 清掃費 

（第１目 清掃総務費） 

（単位：円・％）  

区   分 令和４年度 令和３年度 比較増減 増減率 

予 算 現 額 231,145,000 249,172,000 △18,027,000 △ 7.2 

支 出 済 額 228,706,889 241,257,561 △12,550,672 △ 5.2 

翌 年 度 繰 越 額 0 0 0 ― 

不 用 額 2,438,111 7,914,439 △5,476,328 △69.2 

執 行 率 98.9 96.8 2.1  

 予算現額 2 億 3,114 万 5,000 円に対し、支出済額 2 億 2,870 万 6,889 円、不

用額 243 万 8,111 円で、執行率 98.9 パーセントとなっています。 

 支出済額を前年度と比較すると、1,255 万 672 円（5.2 パーセント）の減と

なっています。 

 

 支出済額の内訳は、次のとおりです。 

  工場職員給与費（１３人）       １４１，９８８，７１１円 

  施設課職員給与費（８人）        ８５，１０８，６８８円 

車両維持管理費              １，５３８，００６円 

清掃事務管理費                 ７１，４８４円 
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不用額の主なものは、節別では委託料 172 万 5,000 円、需用費のうち修繕料

が 19 万 4,015 円となっており、事業別では清掃事務管理費 185 万 516 円、車

両維持管理費 24 万 8,994 円となっています。この主な要因は、循環型社会形

成推進地域計画（第四期）の策定に係る事業費調査業務の執行を見送ったこと

により減額となったものです。 

 

（第２目 工場費） 

（単位：円・％）  

区   分 令和４年度 令和３年度 比較増減 増減率 

予 算 現 額 694,067,000 628,587,000 65,480,000 10.4 

支 出 済 額 652,141,163 597,777,771 54,363,392 9.1 

翌 年 度 繰 越 額 8,814,800 5,825,000 2,989,800 51.3 

不 用 額 33,111,037 24,984,229 8,126,808 32.5 

執 行 率 94.0 95.1 △1.1  

予算現額 6 億 9,406 万 7,000 円に対し、支出済額 6 億 5,214 万 1,163 円、翌

年度繰越額 881 万 4,800 円、不用額 3,311 万 1,037 円で、執行率 94.0 パーセ

ントとなっています。 

 支出済額を前年度と比較すると、5,436 万 3,392 円（9.1 パーセント）の増

となっています。この主な要因は、電気料金について、燃料取引価格の高騰に

伴う、燃料費調整額の上昇や、市場連動調整額の上乗せにより値上がりし、需

用費の光熱水費が増額となったことなどによるものです。 

 

 支出済額の主な内訳は、次のとおりです。 

  ９０ｔ炉施設補修費          １６５，２９１，４６０円 

施設維持管理費            １４３，４９３，６０３円 

  粗大ごみ処理業務委託費        １０４，０７６，７６２円 

粗大ごみ処理施設整備事業費       ６６，００２，９５５円 

一般廃棄物最終処分場施設維持管理費   ６０，０５６，５３２円 

 

 不用額の主なものは、節別では需要費のうち光熱水費が 1,289 万 6,286 円、

委託料 1,042 万 8,394 円、となっており、事業別では施設維持管理費   
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1,475 万 7,068 円、90ｔ炉施設補修費 698 万 5,126 円、不燃物残渣運搬処分委

託費 491 万 3,682 円となっています。この主な要因は、電気料金の値上がりに

より予算額に大幅な不足が見込まれ、増額補正を行いましたが、国による電力

高騰の緩和対策などにより、補正時に比べ値下がり傾向に転じたこと、及び不

燃・粗大ごみ搬入量実績の減に伴い、不燃物残渣の数量も減少し、圏外処理経

費が減額となったことなどによるものです。 

 

（第３目 クリーンセンター費） 

（単位：円・％）  

区   分 令和４年度 令和３年度 比較増減 増減率 

予 算 現 額 950,779,000 756,964,000 193,815,000 25.6 

支 出 済 額 918,340,797 747,684,025 170,656,772 22.8 

翌 年 度 繰 越 額 0 0 0 ― 

不 用 額 32,438,203 9,279,975 23,158,228 249.6 

執 行 率 96.6 98.8 △2.2  

予算現額 9 億 5,077 万 9,000 円に対し、支出済額 9 億 1,834 万 797 円、不用

額 3,243 万 8,203 円で、執行率 96.6 パーセントとなっています。 

支出済額を前年度と比較すると 1億 7,065万 6,772円（22.8パーセント）の

増となっています。この主な要因は、はだのクリーンセンターで法令に基づく

ボイラーの定期安全管理審査を実施し、審査基準を満たすために様々な機器の

試験・検査や点検整備を実施したことから同施設の長期包括運営業務委託費が

増となったことなどによるものです。 

 

支出済額の内訳は、次のとおりです。 

 はだのクリーンセンター業務運営費    ７５４，５６２，４５４円 

 はだのクリーンセンター焼却灰処分委託費 １５５，１３２，３６６円 

 はだのクリーンセンター施設維持管理費    ７，５０８，２２７円 

 はだのクリーンセンター事務費        １，１３７，７５０円 

 

不用額の主なものは、節別では委託料 3,204 万 6,478 円となっており、事業

別では、はだのクリーンセンター焼却灰処分委託費 2,377 万 2,634 円、はだの
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クリーンセンター業務運営費 448 万 2,546 円、はだのクリーンセンター施設維

持管理費 407 万 2,773 円となっています。この主な要因は、可燃ごみ搬入量実

績の減等により、焼却灰の圏外処理経費や、はだのクリーンセンター長期包括

運営業務委託の変動費が低く抑えられたことなどによるものです。 
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第４款 公債費 

（単位：円・％）  

区   分 令和４年度 令和３年度 比較増減 増減率 

予 算 現 額 691,858,000 670,509,000 21,349,000 3.2 

支 出 済 額 691,857,723 670,507,474 21,350,249 3.2 

翌 年 度 繰 越 額 0 0 0 ― 

不 用 額 277 1,526 △1,249 △81.8 

執 行 率 100.0 100.0 0.0  

 公債費の決算額が、歳出総額に占める割合は 23.0 パーセントで、前年度

（24.2 パーセント）を 1.2 ポイント下回っています。 

 予算現額 6 億 9,185 万 8,000 円に対し、支出済額 6 億 9,185 万 7,723 円、不

用額 277 円で、執行率 100.0 パーセントとなっています。 

 支出済額を前年度と比較すると、2,135 万 249 円（3.2 パーセント）の増と

なっています。 

 

 支出済額の内訳は、次のとおりです。 

  組合債償還元金            ６６８，８７２，７４６円 

  組合債償還利子             ２２，９８４，９７７円 

 

 

第５款 予備費 

（単位：円・％）  

区   分 令和４年度 令和３年度 比較増減 増減率 

予 算 額 3,000,000 3,000,000 0 ― 

充 用 額 0 0 0 ― 

残 額 （ 予 算 現 額 ） 3,000,000 3,000,000 0 ― 

充 当 率 0.0 0.0 0.0  

 予算現額 300 万円で、当年度の充用額はありません。 
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６ 実質収支に関する調書 

  実質収支に関する調書について、組合会計決算書等と照合したところ、計

数は正確であるものと認めます。 

 

７ 財産に関する調書 

  財産に関する調書は、土地、建物、物品及び基金について、審査した結果、

計数はいずれも正確であるものと認めます。 

 (1) 公有財産 

  ア 土地 

    当年度中の増減はありません。 

  イ 建物 

    当年度中の増減はありません。 

 (2) 物品 

当年度中の増減はありません。 

 (3) 基金 

  ア 秦野市伊勢原市環境衛生組合施設整備基金 

    当年度末現在高は 2,706 万 9,172 円で、前年度と比較すると 1,661 万

5,947 円の増となっています。 

    これは、新規分として 1,661 万 5,475 円、基金の預金利子収入分とし

て 472 円を積み立てたことによるものです。 

  イ 秦野市伊勢原市環境衛生組合減債基金 

    当年度末現在高は 1億 2,150万 1,995円で、前年度と比較すると 2,197

万 797 円の増となっています。 

    これは、組合債償還の財源として 2 億 6,250 万円を取り崩し、組合会

計に繰り入れる一方、新規分として 2 億 8,446 万 7,123 円、基金の預金

利子収入分として 3,674 円を積み立てたことによるものです。 

  ウ 秦野市伊勢原市環境衛生組合職員退職給与準備基金 

    当年度末現在高は 257 万 5,486 円で、前年度と比較すると 4,802 万

5,277 円の減となっています。 

    これは、基金の預金利子収入分として 1,460 円を積み立てた一方、退

職手当の財源として 4,802 万 6,737 円を取り崩し、組合会計に繰り入れ

たことによるものです。 
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８ 審査の所見 

令和４年度秦野市伊勢原市環境衛生組合会計決算の審査を終了するに当

たり、総括的な意見を述べます。 

 

 (1)  決算の概況について 

令和４年度決算額について、歳入総額では前年度を 2 億 5,546 万 7,051

円（9.0 パーセント）上回る 31 億 599 万 8,429 円、歳出総額では前年度を

2 億 4,655 万 5,914 円（8.9 パーセント）上回る 30 億 1,243 万 3,886 円と

なっています。 

実質収支額は前年度を592万1,337円（7.5パーセント）上回る8,474万

9,743円となり、不用額は2,340万8,286円（46.8パーセント）上回る7,345

万5,314円となっています。不用額の主な理由は、伊勢原清掃工場及びは

だのクリーンセンターにおける、ごみの搬入実績が当初の見込みよりも減

となったことにより、処理量に応じて必要となる経費が当初の見込みを下

回ったことなどによるものです。 

執行率は 97.3 パーセント（翌年度繰越額を除くと 97.6 パーセント）と

なり、各事業は、ほぼ予算どおり適切に執行されているものと認めます。 

 

(2)  本組合の事業について 

  ア ごみ処理の状況について 

秦野市及び伊勢原市（以下「両市」という。）からはだのクリーンセ

ンター及び伊勢原清掃工場９０トン焼却施設に搬入された可燃ごみは 5

万 5,909.73 トン、伊勢原清掃工場粗大ごみ処理施設に搬入された不

燃・粗大ごみは 2,909.34 トンとなりました。前年度と比較すると、可

燃ごみの総量は 879.51トン（1.5パーセント）、不燃・粗大ごみの総量

は 520.09 トン（15.2 パーセント）減少しました。 

焼却灰は、両焼却処理施設合わせて 5,840.28 トンとなり、そのうち

2,888.13 トンが圏外民間施設で道路の路盤材や河川の護岸材などに使

用する人工砂、溶融スラグ及びセメントの原料として資源化処理され、

残りの 2,952.15 トンが栗原一般廃棄物最終処分場及び圏外民間施設で

埋立処分されました。 

不燃・粗大ごみの処理状況については、鉄類、非鉄類等 932.35 トン

が有価物として売却され、廃乾電池、廃蛍光管等 88.51 トンが圏外民間

施設で鉄製品やガラス製品に資源化されました。不燃物残渣は、合計
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1,114.92 トンのうち 306.25 トンが圏外民間施設で燃料ガスなどに資源

化され、残り 808.67 トンが圏外民間施設で埋立処分されました。 

  イ 可燃ごみ焼却処理の１施設体制化について 

    令和５年度末をもって伊勢原清掃工場９０トン焼却施設の稼働が停止

し、以降の可燃ごみ焼却処理は、はだのクリーンセンターのみで行うこ

とになります。これに伴い、焼却対象量（※可燃ごみに加え、汚れなど

があり資源化に適さない繊維類や可燃性粗大ごみ等を含めた本組合で最

終的に焼却処理する総量）を１施設で安定的に処理可能な量まで削減す

る必要があります。 

    可燃ごみは、両市の施策効果等により、順調に減量を続けていますが、

令和４年３月に改定されたごみ処理広域化実施計画の推計値を踏まえ、

６年度から時限的に焼却対象量の一部を圏外の民間資源化処理施設へ搬

出する予定となっています。 

    令和４年度は、こうした焼却対象量削減施策の実施に向け、積込・搬

出方法の課題抽出等を目的として、資源化に適さない繊維類及び可燃性

粗大ごみの試験搬出が行われました。その試験結果に基づき、適切な改

善策を検討し、施策の本格的な実施に備えてください。 

    また、１施設体制化後に突発的な焼却炉の故障や、大規模災害が発生

し、はだのクリーンセンターが急きょ、稼働停止せざるを得ない事態に

陥ることも想定されます。有事に備え、近隣自治体や圏外の民間処理施

設と緊急時の可燃ごみ受入れについて、事前調整を進めてください。 

このような１施設体制化に伴い生じるあらゆる課題を早期に解決させ

つつ、引き続き、両市と共にさらなるごみの減量・資源化を推進し、将

来に渡り安定的なごみ処理体制を構築してください。 

ウ はだのクリーンセンターについて 

    施設の管理運営業務全般が民間事業者へ長期包括委託されており、令

和４年度時点で稼働開始から 10 年目に達しています。引き続き、適切

な業務モニタリングを通し、受託事業者に対する要求水準の達成状況を

総合的に検証しつつ、施設の現況を踏まえた計画的かつ効率的な管理運

営を継続してください。 

    焼却処理に伴い発生した焼却灰については、圏外の民間施設で資源化

処理又は埋立処分されていますが、一部は栗原一般廃棄物最終処分場で

埋立処分されています。同処分場は、令和５年度末をもって焼却灰の埋

立を終了することから、６年度以降は、はだのクリーンセンターで発生



 - 26 - 

する焼却灰の全量を圏外の民間施設へ搬出します。そのため、令和４年

度は、新たに民間最終処分場３か所へ試験搬出が行われました。今後も

施設の所在自治体や民間事業者と事前調整を重ねつつ、安定的な焼却灰

の搬出先確保に努めてください。 

    環境保全対策については、例年と同様、煙突からの排ガス等による周

辺環境への影響を調査するため、夏季と冬季の年２回、近隣地域の大気、

水質及び土壌に含まれるダイオキシン類等の測定が行われました。いず

れの調査においても、法令等の基準値よりさらに厳しく設定された自主

規制値を下回る良好な結果が得られており、本組合のホームページや定

期的に発行されている「はだのクリーンセンターニュース」などの情報

発信媒体及び地元住民の代表者等で組織された「はだのクリーンセン 

ター環境運営委員会」で報告されています。今後も周辺環境に十分配慮

した維持管理を継続しつつ、地域に開かれた施設運営に資するため、積

極的な情報発信に努めてください。 

可燃ごみの焼却処理に伴い発生する熱エネルギーを活用した発電につ

いては、焼却炉の稼働や施設内の照明等に自家消費するほか、余剰分は

電力会社へ売電されています。ごみ処理施設における発電は、火力発電

所等で消費する化石燃料の削減につながり、地球温暖化の原因である二

酸化炭素の発生量を抑えることができるため、カーボンニュートラルの

実現に向けた取組の一つと言えます。持続可能な開発目標（ＳＤＧs）

の達成に寄与する取組となることを意識した上で、引き続き、効率的な

燃焼管理により最大限の発電を行い、売電収入の安定確保にも努めてく

ださい。 

環境学習につながる取組としては、新型コロナウイルス感染症（以下

「新型感染症」という。）の感染対策を講じて施設見学会が実施された

ほか、インターネットを活用した施設案内動画の配信が行われています。

こうした多くの方々にごみ処理に対する理解を深めていただくための活

動を通し、環境問題に係る意識醸成を促すことで、さらなるごみの減

量・資源化につなげてください。 

 エ 伊勢原清掃工場について 

    ９０トン焼却施設については、近年、ごみの減量・資源化が進展した

ことに加え、施設の老朽化により、令和５年度末に稼働を停止すること

が決定しています。そのため、修繕項目を精査し、安定性と経済性を両

立させた維持管理が行われました。 
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    また、稼働停止後の新たな排水処理方法等について、令和３年度から

３か年継続事業として検討が行われており、４年度は処理方法の変更に

伴う生活環境影響調査が実施されました。こうした一連の検討により、

粗大ごみピット汚水は、はだのクリーンセンターの焼却炉へ噴霧して気

化させた後に大気放出すること及び管理事務所の生活排水は、新設する

合併処理浄化槽で処理して河川放流することを、地元自治会から了承を

得た上で決定されました。継続事業の最終年度に当たる令和５年度は、

これらの手続や必要な施設整備を着実に進めてください。 

    同施設の稼働に伴う周辺環境への影響については、例年と同様、ダイ

オキシン類等の環境測定を実施し、排ガスや焼却灰、周辺の水質及び土

壌など、全ての測定項目で法令等の基準を満たす良好な結果が確認され

ました。引き続き、周辺環境の保全と環境負荷の低減を最優先事項と捉

え、稼働停止までの間、安全・安心な維持管理を継続してください。 

    粗大ごみ処理施設については、稼働開始から半世紀が経過し、建屋や

機器設備が老朽化しています。加えて、屋内作業場では騒音レベルの高

い箇所が存在するなど作業環境上の課題も抱えています。これら課題の

根本的な解決を図るためには、再整備計画を具体化する必要があると考

えられます。現施設の安全かつ適正な維持管理を継続しつつ、両市と共

に再整備計画の早期具体化に向けた検討を進めてください。 

    また、同施設では、近年、リチウムイオン電池に代表される小型充電

式電池の混入量が増加しています。小型充電式電池は、強い衝撃が加わ

ると発火する恐れがあり、全国のごみ処理施設で火災事故が発生してい

ます。同施設でも発火が度々確認されていることから、防火体制の強化

は、喫緊の課題と考えられます。こうした状況を踏まえ、既に火災警報

器は設置されていますが、令和５年度から２か年継続事業として自動消

火設備の設置工事も行われますので、円滑かつ安全に事業を進めてくだ

さい。 

オ 栗原一般廃棄物最終処分場について 

    栗原一般廃棄物最終処分場では、はだのクリーンセンター及び伊勢原

清掃工場９０トン焼却施設の焼却処理に伴い発生した焼却灰の一部が埋

立処分されています。同処分場は、令和５年度末に焼却灰の埋立を終了

することから、引き続き、処分場用地の所有者である伊勢原市や地元自

治会と調整した上で、将来的な跡地利用を見据えた最適な形状となるよ

う、計画的な埋立処分を行ってください。 
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    また、埋立終了後も同処分場の浸出水が河川放流の基準を満たす水質

に安定するまでの間は、浸出水の処理を継続する必要があります。その

ため、令和４年度は、今後も稼働を続ける浸出水処理施設のブロワー設

備が増設されたほか、調整槽等のポンプや遠心脱水機の更新・分解整備

が実施されました。焼却灰の埋立終了から伊勢原市へ用地返還するまで

の間を見据え、予防保全の視点に基づく適切な点検・修繕整備を続けて

ください。 

 カ 秦野斎場について 

令和３年４月から指定管理者制度を導入し、８年３月までの５年間、

火葬炉の運転業務や炉前業務等の管理運営全般を火葬炉設備メーカー及

び葬祭事業者で構成された指定管理者が行います。令和４年度は、過去

最多となる、火葬 3,518 件、遺体安置室 125 件の使用があり、稼働率は

年間平均で約 73 パーセントに達しました。 

    こうした状況下でも指定管理者と本組合が連携することで、円滑な火

葬業務が遂行され、最も火葬需要が高まる冬季においては、市内居住者

が優先的に予約可能な市内優先枠を拡大するなど、両市民が可能な限り

希望する日程で秦野斎場を利用できるよう、効果的な対策が講じられま

した。 

また、利用者アンケートの回収率改善に向けた取組が行われたほか、

秦野斎場への進入経路を分かりやすくするため、案内看板の見直しが行

われました。今後も利用者の目線に立った工夫・改善を重ねていくこと

で、サービス水準の維持・向上に努めてください。 

    火葬残骨灰については、一般競争入札により選定した資源化処理事業

者へ売渡しされています。売渡し先の事業者においては、残骨灰に含ま

れる貴金属を抽出して再利用を図られていますが、残骨は、提携先の寺

院で埋葬・永代供養されており、遺族感情に十分配慮した取り扱いがな

されていることを確認できました。 

両市では、今後も高齢化社会の進展に伴い、当面の間、死亡者数が増

加を続けると想定されます。高まる火葬需要に対応するため、現状でも

高水準となっている冬季における稼働率の推移を見極め、火葬炉増設の

最適な時期について、検討してください。 
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 (3)  本組合の運営等について 

  ア 危機管理体制について 

本組合が管理するごみ処理施設及び葬祭施設は、いずれも両市民が良

好な環境で生活していくために、重要な役割を担っていることから、い

かなる事態においても事業運営を継続する必要があります。 

こうした中、令和元年度以降、施設管理上の重大な懸念材料となって

いた新型感染症のまん延に際して、各施設とも運営事業者と連携しつつ、

国の指針等に沿った適切な感染対策を講じ、安定的な施設稼働を続ける

ことができた点については、評価できます。 

今後も不測の事態に円滑な対応を図ることができるよう、将来的な事

業計画を見据えて、各施設の安全・安心な管理運営に必要な人材の確保

と育成に努めてください。 

労働災害の未然防止に向けた安全面の取組については、従来から本組

合内で組織した安全衛生委員会による定期的な安全パトロールを通し、

危険又は事故が発生すると予測される箇所の早期発見と、速やかな改善

に努められています。こうした日々の取組を積み重ねることで、今後も

安全な作業環境の構築に努めてください。 

また、本組合の施設には、保有する公用車のほか、ごみ収集車や大型

の焼却灰運搬車等、多くの車両が日常的に出入りしています。引き続き、

職員のみならず、関係事業者に対しても交通法規を遵守した安全運転を

励行するよう指導してください。 

 イ 基金について 

    現在、本組合が設置している３つの基金については、各基金の目的に

沿った積立てと取崩しの時期を考慮した上で、可能な限り日数と預入額

を最大化して定期預金へ預入れされるなど、適正な管理運用がなされて

います。 

    このうち、火葬残骨灰売渡料を原資に積立てしている施設整備基金は、

秦野斎場の増炉や大規模修繕を実施する際の財源に活用する方針とされ

ています。特に火葬炉の増設については、火葬需要の高まりに伴い、近

い将来に多額の財源を要すると想定されるため、財政負担を軽減する観

点から、効果的な基金の活用を図ってください。 

また、クリーンセンター売電収入を原資に積立てしている減債基金に

ついては、過去の施設整備事業に当たって借入れた組合債の償還財源に

充てられています。今後の積立計画を検討する上では、現段階から将来
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予定する大型事業に際して必要な起債額も試算し、基金の活用を通して

長期的な視点に立った財政負担の軽減と平準化を図れるよう、努めてく

ださい。 

 ウ 契約事務について 

令和４年度の契約案件については、条件付き一般競争入札が 32 件、

一者特命随意契約が 50 件となっています。 

    事業者選定に当たっては、引き続き、競争原理が働く一般競争入札や

複数者からの見積りに基づく随意契約を原則とし、公平性を確保するこ

とで透明性の高い契約事務を行ってください。 

また、焼却炉や火葬炉の修繕等、当該施設の設計・施工業者のみが有

する独自技術が必要な修繕契約など、現在は競争入札に適さず一者特命

随意契約としている案件についても、毎年度内容を精査し、可能な限り

多くの事業者に契約の機会を提供できるよう努めてください。 

    さらには、事務効率の向上を目指し、契約事務においても電子契約の

活用などデジタル化を推進してください。 

  エ 財政について 

    令和４年度の予算執行状況を振り返ると、歳入面においては、斎場使

用料、ごみ処理手数料、クリーンセンター売電収入、資源化物売却収入

及び火葬残骨灰売渡料等、主要な自主財源が前年度に比べ増額しました。

その一方で、歳出面においては、ウクライナ情勢や円安の進行に伴う物

価高騰により、施設稼働に係る白灯油の購入費及び電気料金が大幅に増

え、年度途中に増額の補正予算を組む事態となりました。こうした社会

情勢の影響を受けた補正予算に際しては、当初予算に比べ大幅な増収と

なった資源化物売却収入も充てていますが、大半は前年度からの繰越金

で賄われています。 

このように本組合では、想定外の歳出増に際して充当可能な財源が限

られており、今後は、伊勢原清掃工場９０トン焼却施設の稼働停止に伴

い、経常的な歳出予算の規模が縮小すると見込まれるため、繰越金につ

いても減少していくと考えられます。 

したがって、安定的に事業運営を継続するためには、本組合固有の財

政事情について、両市と綿密に情報共有した上で、連携して柔軟な措置

を講じていく必要があると言えます。引き続き、社会情勢の変化が財政

運営に与える影響について、日頃から十分な分析を重ねてください。 

また、今後は、可燃ごみ焼却処理の１施設体制化や、栗原一般廃棄物
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最終処分場の埋立終了に伴う焼却灰の全量圏外搬出等、本組合の財政運

営に大きな影響を及ぼす施策が実行段階に入ります。加えて、伊勢原清

掃工場１８０トン焼却施設の解体や不燃・粗大ごみ処理施設の再整備等

といった多額の経費を要する事業の実施も見込まれます。これら事業に

当たっては、各取組に国・県の財政的な補助制度を活用できる余地がな

いか、検討を重ねるとともに、自助努力による徹底した経費削減と歳入

確保に努めてください。 

なお、歳入確保については、新型感染症の影響による地域経済の落ち

込み等を考慮し、ごみ処理手数料の改定を見送ってきました。現在は、

感染症法上の位置付けが５類に移行され、地域経済も徐々に回復基調と

なっています。最適な改定時期を見極めた上で、受益者負担を適正化す

る観点から、経費に見合った手数料額となるよう検討を進めてください。 

最後となりますが、両市の財政状況は、生産年齢人口の減少に伴い市

税の増収が見込めないことや、近年の物価高騰の影響を受け、先行きが

厳しいものと考えられます。両市からの分担金を主たる財源とする本組

合においても、両市民の負担を最大限抑えるため、事業の重要度、優先

度を精査し、無駄のない予算執行に努めてください。加えて、デジタル

化やペーパーレス化など、事務事業全般のさらなる合理化を通して、最

少の経費で最大の効果を発揮されるよう、強く要望いたします。 
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第１表　令和４年度における両市の分担金

 分担率と分担金

単位 秦 _ 野 _ 市 伊 勢 原 市 合 ＿ ＿ 計

人 159,985 99,795 259,780 

％ 30.7924 19.2076 50.0000 

件 1,703 973 2,676 

％ 31.8199 18.1801 50.0000 

％ 62.6123 37.3877 100.0000 

円 129,919,000 77,579,000 207,498,000 

経 常 分 円 129,919,000 77,579,000 207,498,000 

建 設 分 円 － － －

人 159,985 99,795 259,780 

％ 30.7924 19.2076 50.0000 

ｔ 36,427.07 24,522.01 60,949.08 

％ 29.8832 20.1168 50.0000 

％ 60.6756 39.3244 100.0000 

円 1,075,031,000 696,737,000 1,771,768,000 

経 常 分 円 1,075,031,000 696,737,000 1,771,768,000 

建 設 分 円 － － －

％ 50.0000 50.0000 100.0000 

円 556,000 556,000 1,112,000 

経 常 分 円 556,000 556,000 1,112,000 

建 設 分 円 － － －

円 1,205,506,000 774,872,000 1,980,378,000 

経 常 分 円 1,205,506,000 774,872,000 1,980,378,000 

建 設 分 円 － － －

　によるものです。

＊　人口は、令和3年12月31日現在の住民基本台帳人口、事業量は、令和3年1月1日から

　令和3年12月31日までの実績量です。

※　事業別分担金の算出方法は、各事業経費から繰越金等充当財源を控除し、議会費等事

　業別に区分できない経費は各事業経費割合により算出します。

＊　斎場経費及びじん芥処理経費の分担率は、組合規約第12条の規定によっており、展開

　検査業務費の分担率は､『事業系一般廃棄物展開検査業務に関する協定書』第3条の規定

展開検査
業 務 費

分 担 率

分 担 金 Ｃ

内
訳

分_担_金

Ａ+Ｂ+Ｃ

内
訳

じ ん 芥
処理経費

人 口

（ 5 割 ）

事 業 量

（ 5 割 ）

分 担 率

分 担 金 Ｂ

内
訳

区 分

斎場経費

人 口

（ 5 割 ）

事 業 量

（ 5 割 ）

分 担 率

分 担 金 Ａ

内
訳
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第２表＿最近５か年の収支状況

（単位：円）

令和４年度 令和３年度 令和２年度 令和元年度 平成30年度

△ 13,269,832

△ 13,269,832

78,828,406

92,098,238

84,653,406

5,825,000

2,850,531,378

2,765,877,972

△ 37,869,159

△ 37,869,159

92,098,238

129,967,397

92,098,238

0

2,937,264,602

2,845,166,364

実 質 単 年 度

収 支 額

Ｇ－Ｈ＝Ｉ

積 立 金

積立金取崩し額

Ｈ

収 支 額

Ｅ－Ｆ＝Ｇ

繰 上 償 還 金

収 支 額

Ｆ

単 年 度

実 質 収 支 額

Ｃ－Ｄ＝Ｅ

前 年 度 実 質

すべき財源 Ｄ

(未収入特定財源を除く)

差 引 額

Ａ－Ｂ＝Ｃ

翌年度へ繰り越

年 度

歳 入 総 額

歳 入 歳 出

Ａ

歳 出 総 額

Ｂ

3,307,382,334

3,203,929,048

103,453,286

1,013,000

102,440,286

67,129,816

35,310,470

35,310,470

2,896,687,147

2,766,719,750

129,967,397

0

129,967,397

102,440,286

27,527,111

27,527,111

3,105,998,429

3,012,433,886

93,564,543

8,814,800

84,749,743

78,828,406

5,921,337

5,921,337
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第３表＿款別歳入決算状況

（単位：円）

8,635,000 6,029,000 6,029,000 △ 2,606,000

104.9   

11,294,429

16,810,700

100.0   

7,441,406 109.6   

100.4   

△ 9,394 37.4   

△ 1,263

△ 10,341,020 97.2   

69.8   

%

0 100.0   

の比較＿＿ 済額の割合

不 ＿ 納
欠 損 額

収＿入
未済額

予算現額と 予算現額に

収入済額と 対する収入収 入 済 額予 算 現 額

1,980,378,000 1,980,378,000 1,980,378,000

調 定 額

372,753,000 362,411,980 362,411,980

15,000 5,606 5,606

310,528,000 310,526,737 310,526,737

3,094,704,000 3,105,998,429 3,105,998,429

款

１ _

分担金及び
負 担 金

４

使用料及び
手 数 料

２ _

３

県 支 出 金

合 計

繰 入 金

７

財 産 収 入

６

諸 収 入

５

繰 越 金 77,212,000 84,653,406 84,653,406

345,183,000 361,993,700 361,993,700
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第４表＿款別歳出決算状況

（単位：円）

４ _

公 債 費

翌 年 度
繰 越 額

支 出 済 額予 算 現 額

５ _

予 備 費

２ _

総 務 費

合 計

３ _

衛 生 費

議 会 費

１ _

款

3,094,704,000 3,012,433,886 8,814,800

0.0   3,000,000 0 0 3,000,000

277 100.0   691,858,000 691,857,723 0

1,996,197,000 1,919,275,382 8,814,800

99.5   400,398,000 398,242,627 0 2,155,373

3,251,000 3,058,154 0

不 用 額 執 行 率

%

192,846 94.1   

96.1   68,106,818

97.3   73,455,314

- 37 -



第５表＿最近５か年の歳入決算状況

（単位：円）

100.4   

11,294,429

3,105,998,429

令和4年度

3,094,704,000

3,105,998,429

101.0   

28,781,378

2,850,531,378

令和3年度

2,821,750,000

2,850,531,378

100.7   

19,585,602

2,937,264,602

令和2年度

2,917,679,000

2,937,264,602

予算現額に対

年 度

の割合＿_(%)

する収入済額

収 入 済 額

の 比 較 ＿ ＿

予 算 現 額 と

収 入 未 済 額

調 定 額

収 入 済 額 と

予 算 現 額

不 納 欠 損 額

平成30年度

3,323,448,988

3,307,382,334

3,307,382,334

99.5   

△ 16,066,654

令和元年度

2,859,295,000

2,896,687,147

2,896,687,147

101.3   

37,392,147
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第６表＿最近５か年の歳出決算状況

（単位：円）

73,455,314

97.3   

令和4年度

3,094,704,000

3,012,433,886

8,814,800

98.0   

5,825,000

50,047,028

令和3年度

2,821,750,000

2,765,877,972

97.5   

0

72,512,636

令和2年度

2,917,679,000

2,845,166,364

予 算 現 額

不 用 額

執行率＿_(%)

支 出 済 額

翌年度繰越額

年 度 平成30年度

3,323,448,988

3,203,929,048

96.4   

1,013,000

118,506,940

令和元年度

2,859,295,000

2,766,719,750

96.8   

0

92,575,250
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